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良好一般住宅地の個別更新過程に関する実態的研究

高見沢邦郎*

要約

大正から昭和初期にかけて，ないしは戦後早い時期に形成された今日いうところの「既成住

宅地」は東京区部既成市街地においても広い面積を占めている。これら住宅地から典型地区を

選定しその変容の実態をみるのが本稿の主旨である。

まず調査対象とする既成住宅地がその形成経緯において現在にまで引継がれる「良好」さを

獲得していたことを明らかにしたあと，昭和40年代後半の 5年聞を測定期間として行った実態

調査の結果を報告する。宅地・建物の変化は主として木造賃貸アパ{人中高層賃貸アパート

の増加という「共同住宅の増加」と，宅地の細分化及びそこに建てられる建売住宅の増加とい

うパターンにおいて進んでいる。共同住宅の増加は既成市街地一般にみられる現象ではある

が，対象とする既成住宅地においては他の地域とやや異る性向もみせていることを需給実態に

かかわる調査から明らかにした。次いで宅地細分化・建売住宅の増加についての諸調査からこ

れらによってもたらされる地区変容が極めて問題視されるべきことを示した。最後にこれら個

別更新過程をコントロールする手法の枠組みについて概略の検討を行った。

1 はじめに

大都市既成市街地の一類型地区である戸建低層住宅を

中心とする一般住宅地は，居住環境が相対的に良好ゆえ

内部市街地ほどの多大な整備需要は抱えていないものの

まったく問題がないというわけではない。それは主要に

は，宅地建物所有者が個別に行う住宅建替え等の更新行

為が相隣環境を中心とした居住環境の水準を低下させる

という点において顕在化する。

本稿は，東京区部における典型的な良好環境の一般住

宅地として目黒区，世田谷区から調査対象地域を選び，

最近における変容の過程を明らかにしようとするもので

ある。ここでの記述は紙数の関係等からごく概略に留め

ざるを得なかったところ， ないしは省略した部分も多

い。実態分析の報告は一部すでに行っているので(文献

リスト中拙稿， 1977)，詳細についてはそれらも参照し

ていただきたい。

2 調査対象地域の形成事情

明治期を通じて発展してさたわが国の産業資本は，第

1次大戦を契機としてその確立期を迎えた。それに伴う

ところの土地利用変化のひとつに丸の内を中心とした業
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務地の形成と，それら都心就業者の居住地としての「郊

外住宅地」の形成があげられる。郊外住宅地化が東京西

南部において特に著しかった理由は，

i)自然地形的な優位性 主として洪積台地であり，

地盤が良好かつ高燥と，住宅建築の適地であった。

ii)従前土地利用 明治期において旧東京市域(15

区)，ほぼ山手環状線の内外まで市街化は進んでいた。

他地域では工場等が散在するかたちで連担的に郊外化

されたのに対し，西南部では青山・麹町等の山手住宅

地が一旦公共用地(軍用地，御苑等の御料地，浄水場

等の施設，公共の学校等〉で切断され，その外が比較

的都心に近いにもかかわらずいわば手つかずで残され

ていた。このことが第 1次大戦前後からの郊外化受入

れ地として有利に働いた。(土地利用からみた東京の

市街化は中野・渡辺， 1964，に詳しい〉

iii)宅地基盤整備の短期の実現 都市計画的にみた宅

地化の主要条件は，都心部への通勤交通手段の確保と

道路・宅地割りの整備である。この両者が西南部にお

いては短期に集中的に行われた。

という 3点に要約される。このうち，都市計画上の条件

である宅地基盤整備即ち交通条件と宅地条件の整備につ

いてを，文献(中西， 1963)，東京市資料(東京市， 1928， 

1932， 1937)，社史(東京急行， 1973) を資料として概

観しておこう。
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東京の都市内及び近郊鉄道綱は次の三者によって構成

された。

第1には山手環状線，東海道線，中央線等当初は都市

間幹線として開設されたものの都市域での電化が進行す

るに伴って，都市の骨格をつくる基幹鉄道の位置づけも

与えられる路線である。大正3年(1914) の東京駅開

設，明治39年(1906)の国有化法による鉄道省への移管

等，この時期までに，郊外私有鉄道の発展を促す整備が

行われている。

第2には，市内路面電車がある。東京において鉄道馬

車から路面電車への移行は資本系列の競合，それに伴う

内務省や市議会の政治的介入があって明治36年 (1903)

と他都市より10年ほとー遅れた。その後明治44年 (1911)

の東京市による買収(市電化〉を経て急速に発展した

が，路線網はほぼl日市域に限られ，郊外化に直接の影響

を与えるもので

第3にあげられる，いわゆる「郊外鉄道」が東京郊外

化の主役である。郊外鉄道は民営で，固有鉄道の主要駅

をターミナルとして敷設された高速電気鉄道であること

に特徴をもっ。東京西南部においては明治未から昭和初

期に集中的に，高密度に敷設されており，郊外住宅地と

しての短期の形成に役立つた。

一方，宅地条件の整備についてはどうだったろうか。

初期の郊外化にあっては道路設置，敷地の区画割りにつ

いてこれといった方法をもたず，現況道路に沿っての開

発と任意に道路をつくっての開発一一いわゆる私道開発

一一ーというかたちであった。しかし私道関発はある程度

現況道路の存在するところでなければ難かしいし，多分

に土地所有者の任意性・立さ意性に依存しているため開発

速度もまちまちであり，しかもでき上った住宅地は無秩

序になりがちで旧市域を越えて進む市街化に十分対応で

きるもので、はなかった。さらに大正8年(1919)の都市

計画法，市街地建築物法によ都市計画区域の決定(1922)

がなされるに及んで，建築敷地が備うべき道路条件は厳

しくなり，計画的な市街地開発の必要性は一層大きくな

った。

この時期の計画的整備手法はふたつある。第1には私

道開発に秩序を与えるための建築線指定であるが大規模

な開発を進める手法としては必ずしも十分でなく， 結

局，第2の区画整理，耕地整理がより望ましい手法とな

る。明治32年 (1899)の耕地整理法は本来農地の整備を

目的とするものであったが，大都市近郊では宅地化準備

のための基盤整備手法として使われたことも多い。都市

計画法は第12条等に「土地区画整理」を定め，初めて計

画的宅地開発の手法を規定したが，細目は耕地整理法の

準用に委ねた。

東京における郊外開発型の口耕地整理，区画整理を明

治期，都市計画法施行まで，震災直後まで，以後5年き

ざみで，とL、う区分でみると表-1のごとくなる。概略

を述べれば，明治期に近郊農村部で本来的な耕地整理が

行われたのち，大正前期には(以下すべて23区になって

からの区名である)品川区・大田区方面で宅地化準備型

の耕地整理が行われるようになる。大正後期に至ると，

目黒区・世田谷区方面でもこれに連続するかたちでの開

表 1 時期別・区画整理耕地整理一覧

時 期| 荷積の多い区 |主な事例

明治34~44年)板橋区 1地区 136ha志 村 136ha「一区…江田加

(190l~1911 荒川区 2地区 80初日暮里 53ha 

大正1吋回区 8地区叫森 1伽
(1912~ 1920)¥品川区 8地区 280ha品川大崎 44ha 

[大田区雌1.1伽馬込 86ha

品川区 7地区 340ha平塚第2 154ha 

大正1O~13年豊島区 6地区 260ha池 袋 59ha 

(1921~1924) 目黒区 3地区 180ha碑文谷 119ha

江戸川区 5地区 180ha 平 井 58ha 

世田谷区 5地区 150ha 荏原第1 94ha 

世田谷区 9地区 1，110ha玉川全fql，022ha

杉並区 1地区 881ha井 荻 881ha
大正14~

大田区 7地区 630ha馬込第2 96ha 昭和4年

(l925~ 1929) 江戸川区 16地区 420ha 下小岩 55h頃

暮飾区 11地区 330ha本町柴又 28ha 

目黒区 4地区 170hal会西部 52ha 

板橋区 7地区 510ha上板橋 83ha 

昭和 5~9 年
世田谷区 14地区 480ha深沢 91ha 

(l930~ 1934) 
練馬区 6地区 310ha練馬第1 61ha 

目黒区 6地区 230ha会第 2 78ha 

大田区 8地区 230ha馬込第3 46ha 

i板橋区帥区間初
昭和1O~15年

葛飾区 16地区 490ha

(1935~ 1940) 
練馬区 5地区 260ha (略〉

世田谷区 7地区 180ha 

足立区 4地区 140ha

*時期区分は各事業の認可時点、によった。

料区名は現在のものである。

***区ごとの面積はc1地区の場合を除いて〕概数であ

る。

「主な事例」については小数点以下を4捨5入しであ
る。
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発が始っている。震災後，西南部は最盛期を迎え，昭和

5 年~9年にもこの傾向は続くが，品川区・大田区方面

の減少(完了〉に比して板橋区・練馬区といった西北部

での増加が著るしい。以後西北部が主な対象地となると

ともに東部区においてもいくつかの事例がみられるよう

になる(因に戦後の土地区画整理は殆んど東部区のみで

ある〉。

このように計画開発たる耕地整理，区画整理は品川区

・大田区を起点として時計まわりに進む。注目すべきは

前述の郊外鉄道整備の時期と，これら計画開発の時期が

西南部数区において最も一致していることで，東京旧市

域の郊外化需要を受入れる基盤が十分だったということ

である。そして事実，この期間の西南部地区の人口増加

には著るしいものがあった〔図-1参照〕。

匪盟時以よ

匡雪 3-5柑

国一1 人口増加状況(大正9年~昭和5年〕

ところで，短期間に行われる宅地化及び人口の定着は

必然的に比較的均質な住宅地の形成を促す。しかも宅地

・住宅を求めて転入した階層は，第1次大戦後の産業資

本確立期において量的な増大をみた， 都心への通勤時

間，通勤費用を負担し得るいわゆるホワイトカラー層が

主であった。それら階層の住宅要求は i100坪程度の宅

地に一戸建住宅を」というあたりの，旧市内の小規模庶

民住宅とは異る，フ守ルジョア階級の「邸宅Jを縮小した

かたちで‘のものであった。

短期間の市街地成立によるところの住宅・宅地水準の

均質化と，一戸建庭付・低層の住宅形式が唯一の形態で

あった(現在の住宅形式の多様化と対照的である〕こと

が，これら西南部の住宅地を，少くとも現在での評価輸

においては「良好な住宅地」として成立せしめたわけで、

ある。

3 最近における個別更新過程

3.1変化の概要

主として戦前期に成立した「既成住宅地」もその後の時

間の経過の中で種々の変化を遂げている。戦前戦後を通

じての長期スパンにおける変化過程については紙数の関

係で省略しペ ここでは最近 5年間(昭和44年10月 ~49

年10月)の宅地・建物の変化状況を報告しておきたい。

調査対象地域的は図-2の如くで，調査は空中写真及び

現地踏査を併用する方法によっているへ対象地域総面

積は約330ヘクタール(大規模非住宅施設を除く)，昭和

49年10月現在の総建築棟数約10，000棟，従って平均棟数

密度は約30棟/ヘクタ{ル(セミグロス〉である。調査

結果を要約すれば次の 5点となる。

①調査期間である 5年間に新築された建築物は合計

1. 638棟で，調査の起点である昭和44年に存在した建

築棟数に対し約18%にあたる。この値から同期間の滅

失棟数を除いた純増加棟数は709棟なので 5年間で

約8%の「みかけ上の棟数増加」となる。

② 新築建築物の用途，建て方別比率は「その他(非住

宅用途建築物)Jを除けば戸建住宅と共同住宅アパー

ト〕の棟数比はほほ:7: 3となる(共同住宅中，木造

のものと非木造中高層のものとの比率もほぼ7: 3で

ある〉。しかし木造共同住宅は l 棟あたり 5~6 戸，中

高層共同住宅は賃貸用ならば 1 棟あたり 12~13戸(分

譲用ならばさらに大きい)なので，総新築戸数として

は戸建住宅が約 1，100戸であるのに対し木造・中高層

共同住宅ともに約1，600戸であり‘これら地域におけ

'--..--. 
¥ 
¥..... .. 
¥G  .v 

町田建売住宅調査の地域

医雪その他の調査地域

図-2 調査対象地域
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る戸数密度(世帯密度〕の増加において共同住宅が果

している役割は圧倒的である。

③ 木造共同住宅は総新築棟数中の18%を占め290棟を

数えるが，これは昭和44年に存在した780棟に比べて

約35%の増加となる。これらの建てられ方としては

「庭先」が約40%，r自己住宅の建替えに際して一部
(例えば2階部分)をアパ{トに」が約40%となって

おり，一敷地をアパートで占有する例は比較的に少

L、。

④ 中高層共同住宅はこの5年間に 128棟が新築されて

おり，総新築棟数の8%を占める。昭和44年に存在し

た棟数の約2.5倍が供給されたことになる。賃貸分譲

別では棟数の90%近くの 115棟が(分譲マンションの

方が 1棟あたりの戸数が大きいので，戸数比としては

60%程度に下るが〕賃貸となっており， 調査対象地

域たる「住居系用途地域」には分譲マンションはそう

多くない(逆にいえば分譲マンションは法定容積率の

大きい商業系ないし準工用途地域に立地する〉。敷地

は当該アパートのみで一区画を占有する場合が殆んど

で，賃貸アパートの場合，建主(持主)も同一アパー

トに居住する例が70%を占めている。

⑤宅地区園田は当初の8，679から8，942へと 263増え，

5年間のみかけ上の宅地増加率は3.0%である。一区

画は平均的には3区画に智lられ，分割後は木造アパー

トが建てられる場合もあるものの，主要にはいわゆる

建売住宅が建てられ，分譲されている。分割と逆の現

象としての区画合併は少い。

以上をまとめれば，これら既成住宅地の最近の変化

は，第1に宅地区画の「細分化」にあり，第2に戸建住

宅の「共同住宅化」に中心がある。共同住宅化も木造ア

パート化(いわゆる木賃アパート〉と中高層アパート化

(いわゆる鉄賃アパート及びマンション)の両者があ

る。また第3には「細分化Jがいわゆる「建売住宅」を

伴って起こることが多い点である。従って対象とする既

成住宅地更新過程の分析にはこれら点に関する実態把握

力1必要といえる。

3・2木造賃貸(木賃)中高層賃貸(鉄賃)アパートの増加

前掲の図一2に示す地域に存在する木造賃貸アパート

(木賃アパ{トと略称する)，中高層賃貸アパート(鉄筋

コンクリートまたは鉄骨造ゆえ鉄賃アパートと略称す

る〉について，それがどのように供給され，どのような

需要に支えられているのかの実態を分析しておきたい。

資料はアパートを供給した経営者， その需要者として

の居住者を対象としたアンケート調査に主として求め

た的。

対象地域には昭和49年末に約1，070棟(約:6，600戸)

の木賃アパート，約150棟(約1，500戸〉の鉄賃アパー

トが存在するが，最近 5年間(昭和44年~49年)に新規

供給されたものとそれ以前に供給されたものの相違をみ

る必要があるので，前者を「フロー」後者を「ストック」

と呼び区別した集計も行っている。尚上記棟数(戸数〕

中ブロ{部分は木賃アパートにおいて290棟(約1，6∞
戸)鉄賃アパートにおいて98棟(約1，000戸〉であり，

木質ではストックが，鉄賃ではフローが数の上で多い。

3・2・1アパートの概況
これらアパートの内容を概観すると次の通りである。

①設備の専用度(住宅統計調査と同じく，炊事流し，

便所両者の専用度をみる〉については，木賃フロー，

鉄賃フロー・ストック共に90%以上となっているが木

質ストック(経営開始後5年以上経過)においては63

%と低い。

②部屋数は木賃フロペ欽賃フロー・ストックにおい

ては約85%が2室以上型であるが，設備の場合と同じ

く木賃ストックではそれが63%と低い。

③ 浴室は鉄賃の場合ではフロ{の88%，ストックの86

%とほぼ変らない比率でついているが，木賃の場合は

フローでも50%，ストッグの場合は23%と低い設置比

率である。

④ 以上のようにこの地域のアパートは設備，広さの点

で都内他地域に比べて良好なものが多いと考えられ

る。全般に，木賃フロー，鉄賃フロー・ストックの三

者にあっては浴室の有無を除いて際だった差異はない

が，木賃ストックのみは設備，広さともに他より水準

が低L、。
⑤ 家賃(権利金等を除く〕のおよその分布は図-3の

如くで 4タイプの山が1万円づっずれて順位づけら

れていること，鉄賃ストックにおいて分布の幅が広い

ことが観察される。
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構

成

比

%

木賃
アロー

10 

s千円 5 - 15- 25- 35- 45- 55- 75千円
未満 15 25 35 45 55 75 以J

図-3 家賃の構成

3・2・2最近5年に供給されたアパートの経営実態

昭和44年~49年に経営開始されたアパ{ト(フロー〉

の経営実態を要約すれば次のごとくなる。

① アパート経営者の属性

アパート経営者の80%は他に職業をもった兼業経営

者である。この値は従来調査の値より大きく7)新規参

入経営者層としての特徴を示している。職種としては
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自営・自由業29%.役員・管理職28%.一般雇用者16

%とヒ、?たところで、ある。経営者の世帯の，アパート

収入以外の収入(年収)は「なしJ10%. noo万円未
満J14%. 1200万円未満J18%. 1300万円未満J19 

%. 1300万円以上J46%となっておりアパート収入と

合わせればかなりの収入階層となる。

② 経営に至る経緯

経営の経緯を「はじめた理由J(主として経済的側

面〉と「きっかけJ(主として具体的な契機〉にわけ

て検討してみる。

「理由」としては「考えられる理由をいくつでも」

という設問を行うと「将来(老後〕の生活安定」が約

70%の経営者からあげられ第l位である。その他の理

由としては「できれば収入を増やしたかった」等が続

く。「最も重規した理由をひとつ」に対しては「生活

安定」が約50%とトップであることには変わりはない

が. 1土地の有効利用」が第2位で「投資として有利」

はぐっと少くなる(図-4参照〉。

届冨主たる理由

1P 2-0 3a 4P そo 60 印(%) ~二Jその他の理由
(多重)

アパートがないと生活できない

できれば収入を地やしたい

土地を遊ばせておくのはもったいない

投資として有利

j(6S.3) 将米・老後の生活安定

mり入れ資金の返済

図-4 アパ{ト経営を開始した理由

「きっかけ」 として多重回答では「自宅の建替え

(または引越し〕に際して」が約50%.1資金のメド

がついた」が約35%の他は低い値で，この傾向は「最

も重視したきっかけのひとつ」に対しでも変わらない

(図-5参照〉。 このように， 経営の経緯としては従

IP2.03P4P5P6P7pay(%) 

===l寸(則 自宅地て替ふ引っこし

知人のすすめ

近所にアパートが増えた

アパートを相続した

資金のj ドがついた

その他

図-5 アパート経営を開始したきっかけ

来から東京の場合に指摘されていた「生活安定型」経

営に主流のあることが再確認されたが，同時に「土地

を遊ばせておくのはもったいない」が主たる理由の第

2位にあげられ「自宅の建替え(または引越し)Jを契

機に約半数が経営開始されていることは，敷地にある

程度のゆとりがあり，住宅自身はそろそろ建替え期に

きているこれら既成住宅地のアパ{ト経営の特徴が示

されているといえよう。

③ アパート敷地の状況

敷地の73%は持地. 4%は親族からの(大体が無償

の)借地.23%が純借地である。持地の場合48%が昭

和30年以前からの所有地(またはその相続地〕となっ

ているが借地の場合は65%と昔からの権利を有する土

地がさらに増える。

木賃アパートを， r庭先型J(自己住宅と同一敷地内
に建加える)i自己住宅兼用型J(一般に2階をアパ{

トにする)1専用占有型J(専用アパ{トのみで敷地を

占有する。必然的に家主は「不在家主」となる〕の3

タイプにわけ，これに鉄賃アパートを加えた4タイプ

について最近のもの各20サンフ.ルを敷地規模との対応

でみたのが表-2である。庭先木賃は150m"あたりから

始って敷地が大きいほど増える。自宅兼用型木賃は逆

に150~200m"あたりの敷地に多くみられ，さらに小さ

な敷地でも建てられており，このふたつのタイプにお

表-2 敷地面積別アパートの建てられ方

実。話iZ主i;;詰2;;主:;;220Z1計
1 3 4 4 9 20 

自宅兼用 1 5 7 4 2 1 20 

賃専用占有 4 6 5 3 2 20 

鉄 1 5 4 2 

いては敷地規模との対応がはっきりしている。これに

対して専用占有型は200m"以下の小敷地に多いとはい

えそれほどの集中はなく，鉄賃アパートはあらゆる規

模の敷地において建てられている。鉄賃の場合は，敷

地が小さいゆえに最大限に有効利用しようという傾向

L 敷地が大きいゆえに大きなアパ{ト=鉄賃アパー

トを建てようという傾向が並存しているとみられる。

④ 経営組織，経営規模

経営組織は木貨の場合個人94%.法人6%であるが

鉄賃では法人が24%へと増える。全体の74%は1棟の

みの所有であるが，残りお%は他にもアパートを持っ

ている。他に持っているアパ{トの平均は2.5棟.17.6

戸である。法人だけをとり出せば 2 棟以上所有力~76%

と増える。このように大多数は個人・ 1棟のみという
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零細な経営であるが，法人組織，鉄賃経営層を中心に

幾らかは組織的経営者のいることがわかる。

⑤ 今後の経営

アパート経営者は今後の経営について「現状維持」

57%， r拡大(新たなアパートをつくる〕したいJ41 
%， r縮少したいJ3%という意識をもっている。し
かしながら「拡大したい」のうち約%は「そのため土

地を買て(借りて〉ある。またはその予定がたってい

る。」が残りは拡大したし、ものの「土地がないJr資金
がないJr需要に疑問がある」ため事実上拡大は困難
と考えている。結局，当面経営拡大が可能なのは全体

の1O~15%程度の経営者にとどまる。

ところで，今はアパートを経営していない一般の戸

建住宅居住者3)はアパート経営についてどう考えてい

るだろうか。今住んでいる住宅を増改築する予定また

は希望をもっ居住者は全体の約半数，建替えを予定ま

たは希望する居住者は全体の約%いるが〔両者はいく

らか重複している)増改築考慮世帯のうち10%，建替
え考慮世帯のうち20%はその際アパートを併設したい

と考えている。従って今後の建替え，増改築の進行と

ともに零細経営のアパート化は一層進行してゆくとみ

られる。

3・2・3アパート居住者の実態

さて次に，これらアパートの居住者実態を要約すれば

次の4点となる。

① 世帯の属性

居住世帯の型は図6の如くで，全体としては単身世

帯が弘夫婦のみ世帯がちし夫婦+子供世帯が4割で

小世帯としての特徴が明らかである。フロー・ストッ

アパート引は i判酌|夫品川蹴| 夫婦+子勾似 |他|
戸在日じ !λ11 行 15110I 夫耐←子供慨 |複合在剣勝|他|

国調 S45特別 1/00わ司 夫婦+子供問

図-6 世帯型(概数)

ク別にみると世帯構成が異ってくる。特に木賃の場合

フロー(最近5年聞に建てられたもの〉では単身24%，

夫婦のみ28%，単純41%とC>Co>Sであるのに対

し，ストック (5年以前に建てられたもの〉では単身

39%，夫婦のみ15%，単純35%と， S>C> Coとな

っており，木賃ストックでの単身世帯比率が高い。

平均世帯人員は2.4θ人だが単身世帯を除いて算出す

ると 2.87人となり，この値は公団住宅の新規入居者

2.86人9)とかわらない。世帯人員のうち特に注目され

るのは木賃ストックの場合である。単身世帯を加えた

平均人員は2.23人と{尽く，単身世帯を除いた平均人員

は3.00人と高い。これは建設後5年以上経ち，相対的

に家賃は安いが，広さ・設備の水準の悪い「木賃スト

1 1l~.il[RdI!!1 

ッグJは一方では単身者(主として学生や未婚の社会

人〕に住まわれ，一方では世帯人数が多く他の住宅に

移りたいがそれが実現できない，いわゆる木賃沈澱屋

によって住まわれていることを示唆する。

世帯主の職業をみたのが図7である。公団入居者に

比して，管理職・役員，個人事業主・自由業の多さ，

技能・労務の少なさの点で，むしろ同地域に住む一般

戸建住宅居住世帯との類似性がみられる。この点は，

図8の世帯主の勤務地にもあらわれている。都心区へ

性能販売 偶人事業主・
労/，サピス rl!11業

アパート肘住者|附|事務技術専門 4叫的|附 I16%.IJGI 

)1控 flむ"可 fi'者| 管理職制肌 I 18 H112 [他 1

S4附叩白人問 |8%1 事務技術・専門 48%I 19 I 18 If1tl!1 

アパート居住者については

学生(13%)を除いてある

図-7 主な働き手の職業

アパート居fltiFtm''i'1eポ8寸τ3F16%|似部|同 l
f:i，建住宅問住者| 帆 寸七十|

同調S4耐田谷間 26%上fワ十三一LlJ
図-8 主な働き手の就業地
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図-9 世帯の年間収入

の通勤者が38%と戸建住宅居住世帯に近く， 目黒・世

田谷区の平均値を大きく引離している。

世帯の収入は図9に示すとうりで，戸建住宅居住者

の高所得は別として，木賃アパート入居者も公団新規

入居者とかかわらないか若干高い。ストックとフロ{

では明らかにフロー(最近5年間に建てられたアパー

ト〉入居者が高く，鉄賃居住者はさらに高収入階層に

属している。

② 前住宅，入居の理由，居住後年数

対象となるアパートへ入居する以前〔直前〉に住ん

でいた住宅の種類としては「民間アパートJ44%， r親
の家J23%， r下宿・住込・間借りJ1O%等となって
いる。従来の調査(三宅他， 1971)に比べると民間ア

ミ{トや下宿等が少く，親の家が多い。

入居の理由は「結婚Jr住宅事情(狭い等)Jによ
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るものが各々~， 1仕事の関係」によるものが%とな

っている。入居してからの年数は約 1年にピークがみ

られ， 11 年>2 年>3~4年>半年>5年ないしそ

れ以上Jとなっている。総平均は約2.5年であるが，

フローの場合は2年弱，ストックの場合は約3年と差

はあるもののさほとーではない。これは建設後5年以上

経過した「ストック」アパートとはいえ，前述のよう

に，比較的居住期間の短い単身世帯が多いことを反映

したものだろう。

③ アパ{トの評価

図-10にみるように，全体として広さ，家賃負担，敷

地のゆとりについてはマイナス側に，設備，日照通風

老朽度(いたみの少なさ〉についてはプラス側に評価さ

れている。従来の調査結果(三宅他，1971)に比べて，

家賃負担も含め，かなり肯定的に評価されているとい

ってよし、。

非常に悪い(-2)
(得市) 非常によい(+2)まあまあよい(十11中間(士0)かなり悪い(-1)

広 き(-0.31)I11% 肌匡雷雲ヨ 附|肌|

詳備(+0鉛)い 47 匡=24315 161 
日照・通風(十0.48)1 22 37 ~ 141101 

家賃負組(-0.35)151 21 ~歪三ヨ 31 い7 1 
老朽皮(+0.51)113 1 45 e豆ヨ 10161
制のゆとり (-0・34)I5125~ヨ 18 25 I 

図-10 居住者のアパート評価

木賃について，フロー・ストック別にみると，広さ，

日照通風，敷地のゆとりについてはあまり差がない

が，設備と家賃負担については判然とした差異があ

る。簡単には「広さは(絶対値としては)最近建った

(フロー〉アパートが幾分広いとはいえ居住世帯も大

きいので評価としては依然として狭く J 1フロー木賃

は，設備は良いが家賃は高いJといったところである。

④ 居住者の移転計画

アパ{ト居住者の移転(転居)計画の有無は図-11

の如くで，移転を具体的に計画しているものと，具体

2室木質調査(建研)

アパート居住者

図-11 世帯の移転希望

化はしていないが希望しているものの和が%を越え，

従来の調査より高い値になっている。移転希望住宅の

種類としては(1計画あり」と「希望している」の計

で)戸建持家とマンションで60%を占める。しかもこ

の値は「計画あり」のみについても不変であるから単

なる希望でなく，かなり実現性が高いものとみられ

る。また，従来調査では公団賃貸・公営アパートの希

望が3割程度の世帯からあげられているが，今回調査

では2割にも満たず，この地域のアパート居住層が公

的賃貸住宅にあまり期待をしていないことも注目され

る。

3'2・4要約
対象とした東京西南部「既成住宅地」に立地するア

ミートは，例えば生活保障型の零細経営といった点で東

京圏のアパート需給の基本パタ{ンと同質であるが，い

くつかの点でこれまでいわれてきたことと異る傾向がみ

られる。

それは主要には需要層の問題で，従来の入居者は「公

的賃貸住宅入居予備軍J 1立地限定階層J 1沈澱層」と

いう文脈において説明されてきたが，この地域の入居者

には(もちろん沈澱層とか単身者とかもある程度存在す

るが〕マンジョンとか戸建住宅とか，その質は問わない

にしても持家という住宅獲得プロセスの一応のゴールに

近い階層がかなり含まれている点である。またこういっ

た階層がなんとか住み得る(住要求にこたえ得る〕アパ

ートが多いと表現することもできる。これらアパートの

供給は，自己住宅兼用アパート，もしくは庭先アパート

のかたちをとる「持家家主」によってなされている。

「持家家主」は自分もそこに住み居住環境を共有してい

るのだという意識があるし，新規土地取得を必要としな

いから極端な高家賃を設定しないで、も済む立場にある。

これら「持家家主」の特性が，入居者の比較的高い家賃

負担能力とも相倹って，共同住宅の質も，相隣環境の質

もある程度良好なものとしているといえよう。

従ってこれら既成住宅地では，持家家主にそれなりの

評価を与えて，現在あるアパ{トの需給構造を維持する

こと，逆にいえば極端に大きなアパートとか建ぺい率の

極めて高いアパートとかいった，現在のパンラスを崩す

行為を規制することが計画手法検討に際しての基本線と

なる。いずれにしても， いわゆる木賃ベルト地帯10)と

も，スプロールエリアの農家=地主型アパートとも異っ

た特性を有する地域である，との認識を欠いてはならな

L 、。

3'3宅地の分割

対象とする「既成住宅地Jおにける建築密度増加の一

因に「宅地の分割」があることは既に述べた。特に最近

は分割が著るしい一方，細分化された宅地が統合(権利

登記上の合筆は別として)される例は殆んどない。これ

ら既成住宅地で戦前には地主=自作農民層からの借地持

家，借地借家が主体であったため土地の異動は少なかっ

たが，戦後，特に財産税制度を背景とした昭和20年代，

借地契約の吏改期を迎え，或いはまた土地譲渡税制の優
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遇措置の影響もみられた昭和40年代に分筆，権利移動が

活発化した。前節までの調査対象地域での土地の異動を

みるため 5年間(昭和44年~49年〉の状況を課税台帳

(土地〉を主資料として検討した。ここでは紙数の関係

から結果の要点のみを示しておく。

① この5年聞において，全(民有〉宅地面積の3割弱

において分筆が行われ，筆数は約3割増加した。しか

し既成住宅地にみられる分筆は，例えば借地人が所有

権をも取得する場合によくみられるように，既に形成

されている宅地区画の状況をいわば追認するかたちで

行われることも多く，分筆行為が新たな宅地区画の出

現，即ち形態的な意味での宅地細分化を伴っているわ

けでは必ずしもない。

② 形態的な意味での宅地細分化は，従前宅地が165m"

(50坪)を越えるあたりから広くみられる。分割後の

宅地は零細規模となるが，分割を法人(主として小・

零細な不動産業者)が行った場合，特に細分化が著る

しい。細分化に限らず，宅地権利移動における法人の

直接関与の度合いが大きくなっている。

③ 権利移動においては，売買(一部交換も含む〕が約

6割，相続・贈与が約3割，物納・払下げが約1割と

いう件数構成になっている。相続を経由した土地が売

買，分割される確率は一般の土地のそれより大きく，

相続の問題は環境変容を考えるうえでも無視できな

し、。

④ これら地域において借地持家は従来，過半を占めて

いた10)。しかし契約改吏等を機会に持地化が進んでい

るし，借地層の約半数はいずれも借地を貿取りたいと

している。借地の持地化それ自体は建混みを進めるも

のではないが，借地関係にある時t土地主(底地の所有

権者〉にとっても借地人(借地権者〉にとっても宅地

の分筈1]を行うことが双方の利害の一致することは難し

い。これがひとたび底地の買取りによって「持地」化

すれば宅地処分の自由度が得られ，分筆や権利移動は

しやすく，言葉をかえれば細分化等の相隣環境の悪化

が生れやすくなる傾向は否めない。

特殊には r借地権・底地権の交換」があり，例え

ば100坪の借地の60坪を借地人が持地としての権利を

得て残り40坪を地主に返すことが行われる(この場

合，従前権利の移動として免税対象"となる〉。 これが

行われれば宅地は2分され，建築密度は増加する。

⑤ このような借地の持地化傾向にもかかわらず，地域

のかなりの部分〔街区抽出調査によれば 4~6割の土

地が〉が旧来の地主によっていまだに所有されている

事実は強調されなければならない。これら地主は直接

その所有地に居住しているわけではなく，環境保全意

識は一般に弱く，土地を財産運用の対象物とみなして

いる。地主層の所有地は住宅用貸地，駐車場，アパー

ト等に利用されており，個人への貸地はともかくとし

て駐車場等の場合は非常に不安定な利用で，相隣環境

を考えるうえで注視すべき土地である。

⑥ こういった状況において相隣環境の保全を考えるな

らば，宅地分害IJの規制と， (少くとも住宅用宅地の〉

最小規模の特定が必要となる。しかしその実現が容易

でないことは，過去半世紀来最小限宅地がいわれてい

ながら行われていない事実において知られる。とはい

え次節にみられるような，50m"を割る宅地が一般化す

る傾向を見過ごし得ないこともまた事実である。

3.4建売住宅の増加

分割された宅地は主として建売住宅用地として使われ

ている。郊外地における建売住宅については過去にも幾

つかの調査があるが(延藤他， 1966， 三宅他， 1975)， 

既成住宅地における建売住宅は比較的最近に市場性をも

っに至った住宅需給形態ゆえ，これまで殆んど実態が明

らかにされてきていなし、山。そこで本節では，対象とす

る既成住宅地を含む目黒区，世田谷区全域での建設概況

を建築確認台帳等を資料として，また特に建売住宅が多

く建設されている地域での居住者(購入者〉実態をアン

ケート調査13)を主資料として検討してみたい。

3・4・1供給業者について

建売住宅の殆んどは法人，いわゆる建売業者が行った

ものである。昭和46年度には49の業者によって69ケ所，

50年度には 140の業者によって 181ケ所の開発が行われ

ている。大部分の業者は年間 lケ所のみ(従って平均的

には 4~5戸)であるが 2~3 ケ所行っている業者が 4

~5~土， 4~5 ケ所行っている業者が 4~5 社ある。 4

~5 ケ所行っている業者は世田谷区だけでなく目黒区で

も開発をしている例が多い(従って杉並区等でも行って

いるとみられる)。

以上のようなことから，供給業者の第1のグループは

年間 4~5戸(総額は 1 億円程度となる)ないしもう少
しの開発を行っている零細業者で，これらが全戸数の%

程度を供給しているとみられる。第2のグループは数と

しては数社だが全戸数の2割強を供給している。前者は

知名度も低く，区内全域に分布しており，町なかの不動

産業者や建設業者である。後者は幾分か知名度がある

が，それにしても大手の不動産業者・マンション業者等

ではなく， ローカノレな業者として出発し，その後規模を

拡張したものである。既成住宅地の建売住宅は開発に使

われる宅地が「ー宅地」であったり，使われる従前宅地

の規模からしてせいせ*い1ケ所10戸程度であること等か

ら地域の情報に精通した，いわゆる「地場Jの業者が有

利性をもっといえよう。

3・4・2住宅・宅地の質

供給された建売住宅の質を示せば，次の4点となる。
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① 供給の規模

調査対象とした22町丁では46年度に12ケ所46戸， 50 

年度に33ケ所158戸の建売住宅が供給されており 1

ケ所平均それぞれ3.8戸， 4.8戸となる。 1ケ所あた

りの宅地面積(各建売住宅敷地面積の合計値。一般に

これに20%弱の私道面積が加わる〕は368rrl，275rrlと

なっており簡単には， 100 坪前後のー宅地が 4~5戸

の建売住宅に改変されているといえる。

1ケ所あたりの宅地面積が最大のものは約l，100rrl

であった。1，ooorrlを越えるのは全45ケ所中これのみ

で，他は大きめのでも600~700rrlである。開発許可制

度による規制がこのような従前宅地規模をもたらした

とも考えられる。最小のものとしては約110m2が2つ

に分割された例がある。

② 敷地面積，建べい率

建売住宅敷地の面積は全体の平均値として60.0rrlで

あるが， 46年度の81.5rrlから50年度の53.7rrlへと大幅

な切下げが観察される。 50年度では70rrl未満(約20坪

未満〕のものが全体の%に近く ，50rrl未満(約15坪未

満)のものが約4割を占めるようになった。こういっ

た値は一般的持家住宅より極端に低く(昭和48年住宅

統計調査によれば世田谷区の一戸建・長屋建持家の平

均敷地規模は193rrlである)，都内下町の，最も高密な

住宅地(例えば墨田区京島等)よりむしろ低い位であ

る。

従って建ぺい率も極めて高い。 46年度のものは平均

で49.1%だったが， 50年度のものは57.2%へと急増し

た。この間に行われた建築基準法改正による建ベい率

規制緩和(住居系用途地域において建ベい率算定の

時，敷地面積から30rrlを引いた値を基礎とする方式が

廃止された〕が影響をもたらしたと思われる。

③価格

500万円刻みで5段階に購入価格をわけると 46年

度のものは1，500万円未満にウエイトが震かれている

もののかなり高額のものまで幅がある。 50年度のもの

は2， 000万円~2， 5∞万円が 4 割で， 1， 500万円~2， OOO

万円， 2， 500万円~3，000万円のものが各々 2割と，価

格帯の広がりが狭くなっている。ある範囲の購入者層

に照準を絞ったという見方が可能である。

④ 住宅の質

台所を除く部屋数(従って集合住宅流にいえば 3

LDKというときの 3L部分を部屋数と称する〉は全

体として4室>3室>5室以上の順に並び 4室と 3

室で全体の%を占める。 2室以下は皆無である。年度

別では， 46年度では5室以上が過半となっており 5

年間に部屋数においても(敷地面積と同じく〉規模の

切下げがあったといえる。

同じく台所を除く畳数は全体の平均値が22.4畳であ

る。ここでも46年度の26.7畳から50年度の21.4畳へと

低減がみられる。ここでの畳数は3.0畳以上の台所が

除外されているので他の調査との正確な対比はできな

いが(本調査の方が低めの値となる〉昭和48年住宅統

計調査における世田谷区持家の平均値が30.99畳であ

るのに比べるとかなり低い。

3・4・3居住者(購入者〉の状況

これら建売住宅を購入(ごく一部には社宅として購入

されたものもあるが，殆んどは自己住宅用の購入であ

る〕し居住している世帯の特徴は次の 5点に要約され

る。

① 世帯の属性

世帯主の年令は40代>30代>50代>20代の順になっ

ており40代と30代で全体の7割を占める。一般的な新

規持家購入層にほぼ同等とみてよし、。平均世帯人員は

3.57人で8割の世帯には子供(全体の半数は小学生〉

がし、る。

世帯の主な働き手の職業は図-12にみる如くで，管

理職・役員が半数を占めてし、る。周辺の一般戸建住宅

居住世帯に比較的近似しているが個人事業主・自由業

ヵ:かなり多い。

主な働き手の勤務地は都心区が37%とトップである

が，自区及び隣接区が33%あり戸建住宅居住者に比べ

て近距離通勤が多く，職場との距離関係が主要な位置

技能労務個人事業主自由業

管浬輯・役員

建売住宅居住者

戸建住宅居住者

S49公団翼賛新規入居者 18 

図 12 主な働き手の職業・地位

選定理由のひとつとなっている「アパート居住者」と

ほぼ同じ傾向をみせている。

世帯の収入(年収〉は600万円以上が36%で最も多

く，以下500万円代， 400万円代， 300万円代が15~20

%の範聞で続く。 300万円未満は12%とごく少い。収

入階層としては周辺の「戸建居住者層」 とほぼ等し

し高収入階層である。 46年度のものと50年度のもの

では前者の居住世帯の方が所得が大きい。これは入居

後所得が上昇したこと， 46年度供給のものの方が相対

的に高価格の住宅であり，購入者の収入階層も高かっ

たことによるものであろう。

② 前住宅

当該建売住宅を購入する直前に居住していた住宅

は 5害IJ弱が公共・民間の借家 1害IJ弱が社宅で，持

家は約%となっている。持家の種類は戸建とマンショ
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ンがほぼ3: 2 であり，持家中 2~3 割は「親の家」

であるから純粋の持家は約%となる。

前住宅の所在地は「自己」が過半で「隣接区」を含

めると 8割近くを占める。郊外住宅の購入層に比べれ

ばもちろん，マンション購入層と比べても狭い範囲か

らの需要といえる。これは，ひとつには前述のように

供給業者の多くが広域的な販売ルートをもたないロー

カルな業者であること，もうひとつには後述のように

購入者が通勤先との位置関係を極めて重視しているた

めであろう。

③購入の経緯

当該建売住宅を(他と比較して)選ぶときに「重視

した事項」をイ〕位置に関係するもの(仕事や通勤，

子供の通学)，ロ〕経済的条件に関係するもの(予算

に合う，将来売るとき有利)，ハ)1戸建分譲」の利点

(庭がついている，すぐに住める)， ニ〉環境の問題

(周辺に風格がある，土地柄をよく知っている〉にわ

けで尋ねてみた(多重回答)。位置， 経済，環境， 建

売としての利点の順に重視されているが，相互にさほ

どの差はない。具体的事項としては， 1通勤や仕事に

便利」が約8割， 1予算にあっている」が約6割， 1す

ぐに住める」が約6割， 1周辺住宅地の風格」が約5

害IJの購入者からあげられているが，他の4項目は3割

~2 割と低い。

ところでこれらから「最も重視したJ2項目を指摘し

てもらうと「通勤・仕事」が約%と多くからあげられ

る他は予算が%強，風格が%，とさがる。何といっても

「通勤や仕事の利便」が重視されており， 1子供の通

学Jをも加えるなら最も重視されているのが「位置」

即ち「既成住宅地にある」という条件で， 1周辺の風

格」も既に周辺が住宅地として形成されていることに

よる，重要ではあるが付随的な結果としての条件なの

だろう。

「建売住宅以外の住宅も検討した」とするものが7

割であったが，その多くは位置として 123区内」を希

望しており区外希望はごく少い。 23区内であるならば

マンション(公団公社分譲アパートも含む)でもよか

ったとするものが半数を越えており，もつばら位置が

重視されていること，必ずしも一戸建にこだわってお

らずマンジョンをも選考対象に入れていることが知ら

れる。

注宅の評価

住宅および敷地の評価を7項目について 5段階で

聞いた結果が図-13である。「住宅の広さ」 と 「敷地

のゆとりJを除いては平均点がプラスに出ている。中

では「日照・通風jが「非常に良し、」とするものも多

い一方「やや悪いJ r非常に惑い」もかなりみられ，
個々には零細過密ゆえ条件の悪いものが存在している

広

設 備 +0.64
(+0.36) 

日照・通風 +0.48 
(+0岨)

敷地のゆとり ぬi!

間取り

隣家等の騒音 +0.58 

プライパシー 十0.65

提()内はアパート居住者の場合

図 13 居住者の建売住宅評価 」

ことを示している。

「広さJでは「やや悪い」にピーグがみられるが，

「敷地のゆとり」では「非常に悪い」にピークがあ

り，居住者自身も敷地の狭さを意識し，しかも意識し

たうえで購入した様子が窮える。他の6項目は46年度

建設のものも50年度建設のものも近似した結果が出て

いるが， 1敷地のゆとり」だけは50年度のものが特に

低い評価を受けており，供給された建売住宅の質をそ

のままに反映しているといえよう。

「アパート居住者J調査と比べてみると， 1住宅の

広さJ1敷地のゆとり」は同様にマイナスの評価がな

されているが「建売住宅」居住者の方が厳しいマイナ

ス点をつけている。アパート居住者は自己の住宅状況

を過渡的とみなしているだけに不満感が低いのであろ

う。

⑤ 今後の移転計画

ここ 5~1O年程度先を考えたときの移転(引越し〉

希望としては， 12%が「具体的に」考えており35%が

「莫然と」考えている。合わせて過半がいす'れは引越

すとしているわけである。特に居住後数年が経った46

年度建設のものの場合には%が「具体的に」考えてい

る。 50年度のものの場合でも，住んで半年か1年しか

経たないのに100世帯中9世帯が「具体的にJ37世帯

が「莫然」と考えている。

具体的にせよ莫然とにせよ引越したいとする56世帯

は現住宅を「売ってJ28世帯 1保有したままJ13世

帯(不明13世帯)と 3軒に1軒は保有継続を希望して

いるO 移転先としては37世帯が「現在のあたり」を希

望し， 18世帯は「遠くてもよL、」としている(不明1)

住宅の種類としては「土地を買って自分で建てる」

39世帯建売住宅を再び買うJ11世帯， 1マンション

を買うJ1世帯と，建売住宅は敬遠され気味である。

3・4・3契約
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良好な環境の既成住宅地における，という但し書き付

きではあるが既存住宅が壊され，建売住宅化して行くメ

カニズムの一端は明らかになった。需給マ{ケットは狭

いが，かなりの収入があり位置のメリットを重視する階

層に支えられて建設は増加傾向にある。このような需要

は今後も，爆発的に増えることはないにしても常に存在

するし，一宅地のままでは総額が高すぎ，周辺状況から

してマンション等の利用もできない建売住宅向け宅地が

相続や転居等の事由によって常に存在する以上，零細建

売住宅は今後も増え続けるのであろうo

しかし第lには，供給される住宅の価格が高く，購入

者の所得階層も高いこと，従って一般の住宅困窮層に無

縁の存在といえること，第2には購入者自身も住宅と敷

地の狭さを強く意識しており「持家」として一応のゴー

ルとみなせる住宅でありながら移転希望が多く，永住志

向の「良質ストック」とはなりにくいこと，第3には宅

地住宅の狭小過密さからいって建設当初から防災上問題

である凶うえ，いずれは自治体にとって何等かのかたち

で再開発を要する住宅集団となるであろうこと，そして

第4には，地価高騰が引金となって増加した開発型態で

あるとはいえ，今や逆に地価を引上げる効果をもつに至

っている点が問題としてあげられ，公共側からの対策を

必要としている。

4 おわりに

以上東京商南部の呂黒区，世田谷区から調査対象地域

を設定し，その形成と個別更新の実態をみてきた。形成

時の経緯によって比較的に良好な環境を有するこれら住

宅地も，最近の個別更新の過程でその水準がさがりつつ

ある。確かに個別更新は個々の宅地・建物所有者の住要

求(住宅が老朽化したとか子供が大きくなったのでもう

ひとつ部屋ほしいとか〕や経済的事情(アパートを建て

て生活の保障を得たいとか〉によってなされるものゆ

え，それなりの必n然的行為といえる。しかしそれが際限

もなく行われるならば相隣環境を中心とした居住環境は

劣悪化の一途を辿ってしまう。

その「際限」を与えるのが建築の規制である。しかし

現在行われている規制は宅地の極端な細分化を防ぎきれ

ていない点と，共同住宅の出現にまったく歯止めがかけ

られていない点において不十分なものである(この他に

も中高層建物の無秩序な建設の問題があるが，高度地区

の指定，日影規制条例の施行等によって，少くとも「規

制強化」の方向にある〉。建築基準法，都市計画法の部

分改正及び法律運用の強化によって上記2点への対応が

なされるべきであるし，自治体における指導行政の役割l
も強化されなければならない。

しかし公法規制には白から限界のあることも明らかで

ある。より細部の，地区の特性に見合った規制は建築協

定等の住民合意手法に依るべきであろう。ただ住民の合

意形成も公共側が手をこまねいていてできるものでもな

い。地区住民の合意を評価し，その形成を援助する積極

的な姿勢が公共側に望まれる。あるいはまた，住民合意

がどのような条件(居住階層とか住宅型態とか〕におい

て成立し得るのかの検討も研究されるべきである。

また一方，単なる規制j強化だけでなく，良質な更新へ

誘導する方策も必要である。それはひとつには個別の更

新から共同の建替えへという宅地や建物の「共同化」を

軸とした相隣環境を悪化させず，ないしはむしろ向上さ

せながら居住者の建替え要求を満足させる宅地・建物の

計画技術を開発することであり，もうひとつにはそのよ

うな良好な更新行為に対して，環境重視の結果失われた

経済的利益をある程度補償する(例えば建替え融資の低

利化といった〕制度の導入であろう。

さらに根本的には，土地の所有及び利用をめぐる一般

的議論にまで検討課題は広がり，研究は工学分野では到

底に収まらなくなってくる。本稿は都市計画学の領域か

らみた実態分析に留まるが，これをひとつの素材として

他分野の研究者からの教示・批判がいただければ幸いで

ある。

尚，本稿のうち， 3.1~3. 3節は小松崎隆との， 3.4節

は池田孝之，中林一樹，光冨正敏，土野裕美の諸氏との

共同研究の成果を使わせていただいている。

(注)

1) 内部市街地については震災復興・戦災復興区画整理

事業が大規規に行われている。いずれも特別都市計画

法に基づく。

2) これについては(高見沢， 1977)を参照のこと。

3) 環状7号線と 8号線にはさまれた，小田急線，東横

線沿いの19町丁に属する住居系用途地域を選定した。

これら地域が「良好既成住宅地」と呼び得るのは，業

務・商業・工業系土地利用が少いこと，しかも空間地

を殆んど残さずにピルトアップされていることが主た

る理由である。

4) 調査は，雨時点の空中写真の比較から市販住宅地図

上に建物及び宅地区画の変化状況を予備的にプロット

したあと，現地を踏査して確認するとともに建替え後

の建物用途等を記録した。

5) r宅地区画Jとは塀・垣根等によって視覚的に，また
利用形態上も独立した区画のことを称した。従って権

利登記上の「筆」とは必すeしも一致しない。

6) 経営者調査は有効配布数305，有効回収数221(木賃

175，鉄賃46)回収率72.5%，昭和49年11月， 50年5

月に実施。居住者調査は有効配布数1，028，有効回収
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数712(木賃ストック 175，木賃フロー 317，鉄賃スト

ック70，鉄賃フロー145)，回収率69.3%，昭和50年6

月に実施。いずれもアンケート自記入留置回収によ

る。また分析に際しては，これまでのアパート調査，

特に(三宅， 1973)を対比参考資料とした。

7) 昭和41年住宅金融公庫調査では59.1%， 44年建研の

2室木貨調査では72.5%，45年の同じく密集地木質調

査では76.2%の兼業率である。

8) 図ー2，注3)の範囲から，一般戸建住宅居住世帯

を対象としてアンケート(留置回収〉調査を行った。

有効配布数966，有効回収数632，回収率65.4%，昭和

50年6月に実施。

9) 東京地区中層新規入居者:昭和49年度入居者調査報

告

10)本調査地域より少し内側の環状7号線から山手線に

かけての一帯，特に大塚，池袋，落合，東中野，渋谷

本町，目黒本町，荏原町，馬込といった軸線上に木賃

アパートが多い。再開発がいわれるが，事実上手のつ

けようはない。 r既成住宅地」も放置されればこれら
アパート密集地に近づいて行く。

11)借地持家から持地持家への移行は一般的傾向であ

る。住宅統計調査(総理府， 1973)によれば借地持家

率は目黒区で約5割，世田谷区で約4割で，いずれも

1968年値より小さい。対象地域での借地持家率は約4

割であるが，持地持家層の約%， (全体の 1.5割〉は従

前借地だったとしており，借地層が少くとも過半であ

ったことが知られる O

12)本調査後，いくつかの調査報告がなされた(国土庁，

1977・東京都， 1977・吉野他， 1977・西)11.1978)が
特に既成市街地の場合ゾーン・セクターごとの特性が

きわだっており，一地域の調査で全体を推定すること

も，全体の平均値をもって特定の地域を推定すること

も適当でない。その意味では本報告も「良好既成住宅

地における」建売住宅を語っているにすぎない。

13)小田急線沿線の22町丁において46年度に建設された

46戸， 50年度に建設された150戸計204戸を調査対象と

してアンケートを留置回収した。対象地域は前節まで

の調査地域と一部重なるが向ーではない。調査票有効

配布数193，有効回収数123，回収率は64%。調査期日

は51年12月である。

14)埼玉県富士見市の建売住宅地で火災が起り， 13戸の

1街区中8戸が全焼4戸が半焼という災害があった

(昭和53年1月19日早暁)。

15)実態調査(国土庁， 1977)によれば，近傍地価，平

均的建築費から出した標準価格と実際の販売価格の聞

には15%程度の差があるとし、ぅ。極端には，標準価格

の1.5倍以上の高価格で売られているものが(東京の

場合) 1割程度見出されている。

16)建築協定に関しては既に調査研究を行った(高見沢，

1974)。

文献一覧

池田孝之・高見沢邦郎・中林一樹

1977 既成住宅地における建売住宅について」

『住宅j]1977. 5 

延藤安弘・野々村五四男・田中恒子

1966 IT'民間分譲住宅の実態に関する研究』京大巽

研究室

国土庁

1977 Iiミニ開発実態調査」国土庁 1977， 6 

高見沢邦郎

1974 r居住環境の保全と建築協定制度」都市計画
学会論文集 1974. 11 

1977 a r既成住宅地の更新実態と居住者の意識」建
築学会論文報告集第253号 1977. 3 

1977 b 既成住宅地における宅地の細分化と権利移

動」向上第254号 1977.4 

1977 c r既成住宅地における共同住宅の増加」向上
第255号 1977.5 

東京急行電鉄

1972 IT'東京急行電鉄50年史J同社

東京市

1928 IT'東京市郊外における鉄道の発達と人口の増

加』

1932 IT'都市計画道路と土地区画整理』

1937 IT'東京都市計画概要』

東京都

1977 IT'東京の土地1976JJ

中西健一

1963 IT'日本私有鉄道史研究』日本評論新社

中野尊正・渡辺良雄

1964 IT'東京の郊外化の発展」都立大都市研究会

西川!加禰

1978 r広島における建売住宅J IT'住宅JJ1978. 3 

日本住宅公団

1976 11昭和49年度公団賃貸住宅入居者調査報告』

三宅醇

1973 11住宅需給構造に関する研究』

三宅醇・峯成子・秋吉千恵子

1971 r東京の木賃アパートの実態と動向JIT'住宅』
1971. 1~4 

三宅醇・大本圭野・海老塚良吉

1975 東京圏における低水準建売住宅の実態につ

いてJ 11住宅JJ1975. 7~ 8 

吉野正治・上野勝代

1977 r建売住宅の灰色欠陥J 11住宅JJ1977. 12 




